歴史総合-ＤＸ
1990年（平成2）　バブルの崩壊

1989年（平成元）6月に、5回にわたる日米構造協議が一応の結論を得て、最終報告書が翌1990年（平成2）に提出されることとなった。2月には第39回衆議院議員総選挙が実施され、絶好調の経済の後押しで自民党が286議席と安定多数の議席を確保し、第二次海部内閣が成立した。3月23日に、国土庁は恒例の1月1 日の公示地価を発表、全国で地価の暴騰はおさまらず、大阪圏の住宅地は前年比56.1％となり、新快速の登場で神戸の通勤圏となり、駅前にデパートが開店した兵庫県加古川市の値上がりが際立った。この3月に日本銀行は、地下高騰の資産インフレを鎮静化すべく、公定歩合を1%引き上げ、5.25％とした。その3月末には大蔵省銀行局が銀行に対して不動産融資を、融資総額の3％にするよう「融資の総量規制」を行政指導、各銀行は、抜け穴さがしを行い、融資銀行の関連ノンバンクに融資を迂回させ、実効性ない状態で、バブル景気は継続した。6月にイギリスの金融専門誌が世界の銀行番付を発表したが、上位1位から3位までを日本の都市銀行が独占し、7月にアメリカの経済誌も恒例の世界企業ランキングを発表、6位にトヨタ自動車、9 位に日立製作所がランクインした。転機が訪れたのは夏の8月初旬、中東のイラクで独裁者だったサダム・ フセインが、隣国の産油国のクウェートに突然に軍事進攻した。中東地域の混乱は石油価格を急騰させ、株式市場は急落し、すでに年初から株価が沈滞していた中、イラク軍が国連の介入にもかかわらず兵を引かな いことで、さらに下げ足を速めることとなった。一方、 地価の急騰につぐ急騰の不動産バブルの背後でうごめく存在に脅威を感じていた日本銀行は、地価を15％低下させるため、8月末日に引き下げるべきだった公定歩合を逆に0.75％引き上げた。その結果、株安・原油高・金利高のトリプルパンチとなり、当時の日銀総裁の三重野康 （みえのやすし ）の名から「三重苦」と呼ばれ、1986年（平成61）12月以来の51か月にわたる好景気のバブル期は終焉を迎え、10月1日の東証株価は、2万円を割り込み、翌1991年（平成3）の経済指標は従前からの好調な数字にひきずられて、表面上の数字は良好だったが、 1991年（平成3）12月に発表の11月の卸売物価指数はマイナスに転じ、日本経済は、大幅な株価下落と大幅な地価下落の本格的な「資産デフレ」に直面することとなり、始まったばかりの「バブル崩壊」によるデフレの海に沈むこととなった。
